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は じ め に 
 本市の財政状況は、「平成１３年度財政収支見通し」において、可能な限り
現実的な視野に立ち、ルールで定められる算定基準により最も厳しい考え方を
もって推計したところ、財政再建準用団体、いわゆる赤字再建団体に転落する
という危機的な財政状況となった。 
 この財政収支見通しでは、平成１２年度の実質収支不足額２，１６９，００
０千円に、平成１３年度の単年度財源不足１，４８４，０００千円を加え、平
成１３年度実質収支不足額は、３，６５３，０００千円となり、財政再建準用
団体としてのボーダーラインである実質収支比率マイナス２０％を超え、マイ
ナス２３．３％となる。あわせて平成１４年度以降毎年度同額以上の多額の収
支不足が生じる状況となる。 
 このような財政の危機的事態が生じたなかで、行政に課せられた責任と使命
は、この財政の危機的事態を克服する確かな財政再建を図ることである。 
 このため、今日までの財政運営を総括し原因を究明したうえで、財政再建へ
の具体的方策とその実施のプロセス等を明らかにした確かな財政再建計画を策
定するものである。 
 そして、極めて厳しい財政状況に対応するためには、単に数字的要素に留ま
らず政策的分野における考え方を構造的に見直すとともに、財政の構造的改革
の視点を盛り込んだ一定の行財政運営の方向等を示すものである。 
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Ⅰ 本市の財政基盤 
 都市財政は、戦後の昭和２６年頃に全国的に赤字が表面化し、年々増加の一
途をたどり、昭和２９年度の決算においては全国４８１都市のうち７５％の都
市が赤字財政となっている。 
 本市においても、昭和２９年度決算ではジェーン台風や次々と来襲した風水
害の復興費、六三制教育に基づく学校教育施設の整備費、土木事業費、市営住
宅建設費、福祉施策に伴う事業費等の増嵩により８千万円の赤字となり、昭和
３１年度から昭和３７年度の７ケ年の再建計画で、地方財政再建促進特別措置
法による財政再建準用団体の適用を受けている。 
 その後、約１０年が経過した昭和５０年代からの財政状況をみると、財政構
造の弾力性を示す経常収支比率では、昭和５０年に１０５．５％になり、その
後今日まで、昭和６３年から平成４年までの５年間を除き、９０％～１００％
台で推移している。この５年間はいわゆるバブル経済の中にあって、我が国経
済の最大の膨張時期で国・府をはじめ地方に至るまで財政状況が好転した時期
である。また、財政運営の状況を判断する重要なポイントである実質収支にお
いて昭和５９年に１１億４７百万円、実質収支比率で△１５．６％に至ってお
り、財政構造は常に硬直した状況にある。 
 行政運営の自律性、安定性を図る尺度となる自主財源と依存財源をみると依
存財源の比率が類似団体を若干上回るなど財政運営の自主性に課題があった。 
 一方、都市形成上からみると、第２次総合計画に位置付けているように地場
産業都市として、また大都市近郊の住宅都市にあって、地域経済を支える地場
産業の長期にわたる構造的不況下にある小規模な都市となっている。 
 このような状況からみると、今日、かつて経験のない不況下において、また
国・府の財政危機と共に地方財政が戦後最大の危機といわれる状況のなかで、
本市の財政は独自の要因も絡んでいるが財政基盤は脆弱であったといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅱ 財政危機の原因の分析と総括 
 財政再建にあたっては、財政危機を招いた原因を究明し総括したうえで、こ
れを踏まえて策定する必要がある。 
 本市の財政状況は、昭和３０年代の財政再建準用団体の適用、昭和５０年代
当初からの財政硬直化、昭和６０年代当初の健全化５ケ年計画など、およそ１
０年単位で財政悪化を来たしている。こうした経緯の中で、過去概ね１０年を
遡り、施策・事業と財政の動向等を中心に分析を行い財政危機の原因を分析す
る。 
 
 平成３年から平成１２年の１０年間では、第１次、第２次総合計画に掲げて
いる都市形成に係る大規模事業とこれに関連する投資的事業の推進がある。昭
和４９年策定の第１次総合計画では、既に、「泉大津駅東の再開発の強力促進」
「道路と鉄道の立体交差化」「下水道の整備」を掲げ、昭和６２年策定の第２次
総合計画では、これらを具体的に位置づけ、長い間の都市課題となっており必
要性の高い事業として進めてきた。また、これらの事業に関連して、都市計画
道路泉大津駅南通り線、泉大津駅池浦線の整備、南海本線連続立体交差事業に
関連して、松之浜駅東地区市街地再開発事業の推進、都市形成上重要な事業で
ある幹線道路整備と用地の購入、そして、国の経済対策による下水道事業の増
加などがある。こうした事業は昭和６０年代から起動させており、この１０年
間で具体的に事業が進み、多額の事業費を要する事業が集中したものとなって
いる。 
 一方、社会情勢の変化や時代の変化による行政ニーズの多様化への対応とし
て高齢社会の到来による老人保健福祉計画の推進、待機児童の解消を図る保育
所の整備をはじめとして、行政に絶対的に求められた種々の福祉施策の増加が
ある。 
 また、市民の期待と要望の大きかった市立病院の整備、そして、昭和４０年
代に鉄筋コンクリート化を進めた学校教育施設及び人口の増加に対応する新設
校等の施設が、築後約３０年の経過に伴う施設の老朽化への対応等の集中があ
る。 
 このように、都市整備、福祉、医療、教育など種々の分野での行政課題の膨
張と行政として避けて通れない対応課題が集中した。そして、この間にはバブ
ル経済とその崩壊という急激な変化を経験し、経済の極めて低下した状況とな
るなかで、行政が一度スタートさせた施策・事業を直ぐに停止することができ
ず、財政運営に大きな陰りが表れることとなった。 
 



 

 

 このようなことを背景に財政運営上様々な結果が表れている。財政調整とし
ての多くの基金の取崩であり、義務的経費や公債費の増嵩、とりわけ公債費の
増嵩は一般会計では平成８年以降大幅なものとなっており、下水道事業会計に
おいても膨大となるとともに、一般会計から事業会計への繰り出しも大きく膨
れ上がっている。一方、歳入の確保においては、長引く景気低迷に伴う地域経
済の停滞と数次にわたる減税により税収は伸び悩んでいる。また、経常収支比
率が１００％を超える結果となっており、財政の硬直化が大幅に進んだ。 
 このことは、施策の推進と財政運営において調整機能が低下したといわざる
を得ない。財政運営としては、もともと脆弱な基盤の上にあり、基金の取崩や
義務的経費や公債費の増嵩がはじまったときには、行財政改革に着手している
が効果的な財政健全化のもとに対応すべきであった。 
 従って、今日の危機的な財政状況は、行政として避けて通れない対応課題の
集中と要望やニーズに可能な限り対応した施策構造の転換の遅れ、施策の推進
と財政運営の調整など種々多様な要素・要因が相俟って生じたものである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　

　
　
　
　
　
　

　

財 政 再 建 計 画 策 定 フ ロ ー

財政再建計画の確定

　　　　財政再建計画との整合
第３次総合計画の施策・事業と

財政再建計画の個別事項

計画項目の具体的な視点

財政再建計画策定の
　　　　前提となる事項の整理

・総括論

　　施策・事業の動向分析

・計画論

・まとめ

・財政運営論
　　１３年度以降の財政状況の推移

　　予算の動向・財政分析

　　問題点・課題の整理

　　各項目の具体的取組内容
・第３次総合計画との整合

・財政健全化プロジェクトへの提案事項の整理
・市長と職員の対話における意見・提案事項の整理

・予算の動向、財政状況の把握・分析
・総合計画の施策・事業の分析
・議会を通じた議論などこれまでの経過の整理

計　　画　　の　　理　　念

・前提の整理事項に基づく具体的方針の作成
・具体的計画項目の調査・検討・整理
　　１３年度執行停止事項３９項目
　　１４年度以降対応事項８３項目
　　新たな検討事項
・構造的改革の視点からの施策・事業の見直し

 　市民と協働の施策・事業の展開
 ・民と公の連携による受益と負担の公平性のもとでの、

 ・簡潔な施策の展開を図る行政システムの構築

「行財政運営の構造改革」 
 ・経費の節減だけに捉われない良質な行政サービス
 　の提供



 

 

Ⅲ 財政再建のフレーム 
 本市の財政運営は、平成１１年度、平成１２年度に具体的な財政健全化計画
を策定し取り組んできたところである。この財政健全化計画と平成１３年度予
算がスタートして間もなく極めて厳しい状況となった。この状況に対応するた
め、直ちに財政再建に向けての取組を始め、種々多様な検討を加えたところで
ある。 
 平成１３年度以降多額の収支不足が生じる財政再建への対応は、当然、平成
１３年度から措置する必要があるが、１３年度は既に予算の確定と一部執行し
ていることなどを踏まえた財政再建計画とする。 
 このため財政再建計画は、平成１３年度を緊急対応策として計画し、平成１
４年度以降を本格的な再建計画とするものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅳ 財政再建準用団体による再建と自主再建 
 １ 再建の方式 

地方公共団体の財政が赤字に転落した場合に、財政を再建する方式とし
て次の二つの方式がある。 

  ① 自主再建 
    地方公共団体が自力で赤字を解消し財政を再建する方式 
  ② 準用再建 
    地方財政再建促進特別措置法（以下「再建法」という。）に基づき同法

を準用して財政を再建する方式。 
 
 ２ 準用再建団体 
   赤字の生じた地方公共団体のうち、再建法の規定を準用して財政の再建
を行なう団体で、財政再建団体として再建を図るか否かは、赤字の生じた
地方公共団体が自主的に判断して決定すべきものである。 

   前年度決算の赤字比率（実質収支／標準財政規模）が２０％以上の市町
村は、財政再建計画を策定して財政の再建を行なう場合でなければ、地方
債の制限を受けることとなり、財政再建団体として準用再建を図ることと
なる。 

   市町村は地方債の制限を受けると実質的に行財政運営が困難となること
から財政再建団体となる。 

   
① 準用再建団体の特例 

   ・ 準用再建を行なう地方公共団体に対して、国、他の地方公共団体及
び公共的団体その他これに準ずる団体は、財政再建計画の実施につい
て、協力しなければならない。（再建法６条） 

   ・ 一時借入金として政府資金の融通が認められ、かつ、その利子の一
定部分が特別交付税により措置される。 

   ・ 起債制限については、財政再建に盛り込まれた事業について解除（許
可）される。 

  ② 財政再建計画 
   ・ 総務大臣が指定する日現在により財政再建計画を定めなければなら

ない。（再建法２条第１項） 
   ・ 財政再建計画は、市長が作成し議会の議決を経て、総務大臣の承認

を得なければならない。計画の変更についても同様である。 
   ・ 総務大臣から再建計画の承認にあたって、必要な条件が付される。 



 

 

   ・ 準用団体の予算は、再建計画に基づいて調製しなければならない。 
     （再建法第３条） 
     補正予算を編成する場合は、再建計画の変更が必要で同様の承認が

いる。また、収支に影響する計画の変更は認められない。 
  ③ 財政再建計画の内容（再建法２条第３項） 
   ・ 再建の基本方針 
   ・ 再建に必要な具体的措置及びこれに伴う歳入・歳出の増減額 
    イ 地方税及びその他の収入について、徴収成績を通常以上に高める

ための計画 
      （課税捕捉の強化、使用料・手数料の引き上げ、財産の合理的な

処分） 
    ロ 地方税及びその他の収入の滞納に係る徴収計画 
      （徴収率の向上、滞納整理の促進等） 
    ハ 歳入と歳出とが均衡を保つことを目標とする経費の節減計画 
      （類似団体と比較しての職員数の計画的な減員や給与の適正化、

物件費の節減、建設事業の全体計画の作成と重点的・効率的執
行、他会計繰出金の適正化、公債費の抑制等） 

  ④ 再建の期間 
    指定日の属する年度及びこれに続く概ね７年以内に歳入と歳出の均衡

が実質的に回復するよう定めることとしている。（再建法２条第３項） 
 
 ３ 本市の場合を準用再建団体に想定 
・ 普通会計収支改善はもとより、病院会計、下水道会計、駐車場会計等を
含めた、市全体の収支改善計画が必要となる。 

（単位：百万円） 

各会計 解消額 単年度解消額  

普 通 会 計 ３，６５３ ５２２ ÷７年 

病 院 会 計 １，０４９ １００ 1/３は企業努力÷７年 

下水道会計 ４６８  
企業努力で解消、独自の
健全化で対応 

駐車場会計 ３４０ ４９ ÷７年 

国 保 会 計 １９０ ２７ ÷７年 

（計画期間は、７年で、歳入と歳出の均衡が実質的に回復するように定める。） 
 



 

 
 

財政再建計画作成基準

　次の表については、本市の状況と府下・類似団体・国基準を示したものであり、財政再建準用

団体の再建計画作成にあたり、検討しなければならない事項。

泉大津市
府下・類団
・　国基準

（１）歳入

①市税制限税率への見直し

○法人市民税均等割 標準税率 制限税率：　標準税率×１．２

12.30% 制限税率：　　14.7%

○固定資産税 1.40% 制限税率：　　　2.1%

○軽自動車税 標準税率 制限税率：　標準税率×１．２

②市税標準税率の見直し

○市民税個人均等割 ２，５００円 　

○市民税個人所得割 平均5.1% 　 　

⑪
９１．０％

⑪
類団９１．２％

滞納整理の促進等徴収計画を策定する。

市税収入には、自然増収分を計上しない。

④地方交付税 原則として、普通交付税のみ計上する。

類似団体等の最高料率まで引き上げを図る。

⑪５２．４% 国基準１００％ 　

○保育所延長保育料 無料
府下月額
１２，０００円

　

月額
７，０００円

府下月額
１１，０００円

　

○幼稚園入園料 ３，０００円 １０，０００円 　

無料
府下
１，３００円

　

○その他施設使用料等

○手数料 法定料率を確保

○減免制度の見直し

⑥財産売払処分

⑦市債 起債許可方針に基づき計上する。

（２）歳出

①人件費

　○職員数
⑪
６０２人

⑪
類団６０７人

合理的な処分計画を策定し、その収入は原則
として経常経費の財源としない。

事　　　　　　　　　　項 備　　　　　　　　　　考

税率の引き上げ等により増収を図る。ただし、
制限税率までの引き上げは義務づけられてい
ない。

財政上の特別の必要があると認める場合は、
これによることを要しない。

○法人市民税税割（資本金
１億円以下）

③市税徴収率の類似団体平
均以上確保

徴収成績を通常以上に高めるための歳入計
画を策定する。

行政機構の簡素合理化、事務の集中管理等
により職員の適正配置により増員を抑制する。

○住民基本検診一部負担
金

類団と比較して職員数の多い団体は減員措
置を講じる。

必要経費との関係を考慮した引き上げを検討
する。

⑤使用料手数料等の引き上げ

歳入と均衡が保つことを目標とする節減計画
を策定する。

○保育所保育料国基準の
引き上げ

○幼稚園保育料の府下最
高額へ



 

 
 

　○給与水準の是正

⑪
381,366円

⑪類団
341,700円

　

平均年齢（普通会計）
⑪
４４．１歳

⑪類団
４１．７歳

　

ラスパイレス指数（13.4.1)
見込
１０２．７

国
１００．０

経常収支人件費比率
⑪
３９．３％

⑪類団
３２．４％

○給料表の改正 ６級制 国１１級制 等級格付基準を国基準に是正する。

○定期昇給 ５６歳 １８ヶ月昇給
国55歳
昇給停止

５８歳 昇給停止

○初任給の引き下げ    大卒
5-10
189,000円

国5-10
189,000円

5-　6
157,700円

国5-3
141,900円

初任給基準を国基準に是正する。

○調整手当の引き下げ 10% 国７% １４年度～６％（⑬府下全市１０％）

○住居手当の引き下げ

最低額 ９，７００円
国
０　円

手当は国基準の範囲内とする。

最高額 ３３，２００円
国
２７，０００円

○通勤手当の引き下げ 　

交通機関 全額支給
国最高
５０，０００円

２ｋｍ未満 ２，０００円 国　　　　　0 課税分

基礎額
＋７，５００円

国基礎額 基礎額（給料＋調整）

○退職特昇 　

退職勧奨特昇
１号
アップ

国なし

退職時特昇
１～３号
アップ

国１号アップ

○特別職等報酬

市長 ８９０，０００円
⑪類団
８９７，９００円

類似団体等の額の範囲内とする。

助役 ７９０，０００円
⑪類団
７６４，７００円

　

収入役 ７００，０００円
⑪類団
６９９，３００円

教育長 ７００，０００円
⑪類団
６７２，６００円

市議会議長 ６１０，０００円
⑪類団
５０１，２００円

　

市議会副議長 ５８０，０００円
⑪類団
４４６，３００円

　

市議会議員 ５５０，０００円
⑪類団
４１７，７００円

　

高卒３号差

国基準・類似団体並みに給与水準、給与単
価を是正すること。昇給延伸等を考慮する。

職員給料 平均給料月額（普
通会計）

○時間外勤務手当基礎額
見直し



 

 
 

②物件費等

　　経常収支物件費比率 ⑪　　９．９％
⑪類団
１３．２％

　　経常収支扶助費比率 ⑪　　８．４％
⑪類団
６．５％

　　経常収支補助費比率 ⑪　１３．９％
⑪類団
１１．０％

　１　市単独扶助費の見直し

年間＠１１～５９千円

○障害者施設入所見舞金 夏冬＠１７千円

○福祉タクシー補助金 初乗月２回往復

○外国人障害給付金 月２万円

○敬老金 75歳＠６、80歳＠１万円

年２回

○在日外国人高齢者福祉金 年間１２０千円

○児童施設通園助成金 月１１千円 ⑬３人、⑮廃止

○老人医療市制度 段階廃止

○乳幼児医療助成費 ３歳未満児
⑬０歳児
通院府助成

⑭１歳未満児通院府助成

○各医療費入院時食事療養費 １日　７８０円

所得制限なし

○生活保護世帯等夏冬見舞金 生保夏冬＠１７千円等

○原爆被爆者見舞金 年間１万円

○難病患者見舞金 年間４３千円

○母子家庭等見舞金 年間２万円

○その他市制度の見直し

　２　事務事業の見直し

○市営葬儀の廃止

○給食業務の委託化

○現業部門の委託化

○幼稚園３歳児保育

管理部門に係るものは類似団体の規模以
下に縮減する。

消費的経費（物件費・扶助費・補助費等）
は、類似団体の最低水準とする。

○身体障害者・知的障害者福
祉金

○独居老人給食サービス民協
委託

○乳幼児医療費所得制限の導
入



 

 
 

　　　高齢者就労事業 退職不補充

　　　非核平和啓発事業

　　　ふれあいバス運行事業

　　　長寿園運営事業

　　　まちづくり対策事業

　　　市民プール運営事業

　　　留守家庭児童会運営事業

　　　市史編さん事業

○その他事務事業の見直し

③公共施設の見直し

○保育所の民営化

○幼稚園の民営化

○分室等の整理 支所・出張所等の統廃合

○市民会館

○織編館

○勤労青少年ホーム

○その他公共施設の見直し

④補助金等

○団体補助金の削減

○事業補助金等の削減

　有価物集団回収助成金 ５円／ｋｇ

　し尿汲取手数料補助金 月２７５円／人

月５００円／３年間補助

期限３年間延長

　高校生奨学金、修学奨励金 月３，５００円、年１２千円

　　市民研修施設利用助成金 ２，０００円／人 ミカタヒルズは１，０００円

　　市税前納報奨金

  

政令の制限枠内にとどめるとともに、
不要不急のものについては減額や削
減を行う。

類似団体の状況、施設の統廃合等を
検討し極力節減を図る。

～２５千円１％、
２５千円０．５％

　大型店・緊急不況対策資金利
子補給

　中小企業退職金共済掛金補
助金



 

 

（１）財政再建準用団体に対する措置 
① 財政再建計画に基づく公共事業等の起債発行の制限解除（財政再建計
画に盛り込まれている事業債のみ） 

② 一時借入金の政府資金による融資斡旋。利子の一部を特別交付税措置 
③ 計画に基づく勧奨退職手当と普通退職手当の差額の８０％を特別交
付税措置 

（２）その他の措置 
① 財政健全化債の発行 

行政改革大綱等に基づき数値目標等を設定・公表して財政健全化
に取り組んでいる団体で、将来の財政負担の軽減が見込まれる範囲
内において許可される。ただし、財政収支の改善が一定期間内に確
実に図れる場合の一時的な資金手当である。 
普通会計事業債の充当率の引き上げ（原則１００％・縁故・各々
本債の償還期間） 

② 退職手当債の発行 
起債をしないと赤字となる等財政状況が悪化している団体で、定
数条例の改正により定数の削減が確実と見込まれる場合。 
ただし、申請に当たっては、勧奨退職手当の特別昇給及び等級等
国基準に是正するよう指導される。 
定数減か実数減のどちらか少ない方の人数。原則勧奨退職者のみ。
法適用企業・国保会計職員を除く原則２５年以上の勤続の退職者。
対象の額は、国と比較してどちらか低い額。充当率１００％（５年
償還・縁故） 

 
 

中学校２学年×２５週

　その他補助金等の見直し

⑥繰出金の適正化

○特別会計の経営改善合理化 公共料金の改定、経費の削減。

○基準外繰出の見直し

⑦公債費の抑制 起債制限比率
⑪
１２．９

⑪
類団９．４

　中学校英語指導助手派遣事業

公債費の比率が類似団体より高い団
体は、起債発行を抑制する。

建設事業の全体計画を策定し、盛り込
まれた事業について起債許可する。

⑤建設事業費

他会計の合理化の促進による適正化
を図る。

計画期間中の主要事業は、特に緊
急・義務的なものを計上する。



 

 

（３）その他起債制限措置（起債許可方針等） 
① 起債制限比率（過去３カ年平均）が２０％以上の場合 
厚生福祉施設整備事業債及び一般単独事業債を制限。（３０％以上
の場合：災害復旧事業債を除く建設事業債・用地先行取得債を制限） 

（４）赤字等の団体 
① 赤字比率２０％以上の場合  
財政再建計画（財政再建準用団体）をたて、財政再建を行ってい
る場合を除き、公共・公用施設のための建設事業債は許可されない。 
② 赤字比率２０％未満の場合 

   その実情に応じ、将来の財政運営に及ぼす影響を考慮のうえ、状
況により一般事業債の起債の額を制限する。 
③ その他一般事業債の制限 
市税の現年度分の徴収率が９０％未満、給与その他財政支出の状
況が著しく適正を欠き、かつ、その是正のための必要な努力を払わ
ない場合。 

 
   準用再建団体になると、歳入は国基準をもとに引き上げを図るとともに、
その他は類似団体の最高料率、歳出は類似団体下の最低料率を指導される。 

   従って、税率の引き上げや使用料、手数料等は類似団体の最高額を求め
たり、市が独自で行なっている事業の廃止、福祉医療費助成の国水準への
引き下げなど市民生活に関わる多くの事業に多大の影響が出てくる。 

   従って、自主再建により進めるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅴ 計画の期間 
 ○ 今日の厳しい経済情勢のもとでは、将来の展望も含めて予想がつき難く、
期間を設定してすべての赤字解消を図ることは困難な状況にあることから、
当面は、単年度の収支バランスを保ちながら、将来の見通しを立て累積赤
字の解消を図るものとする。 

   従って、この財政再建計画において、当面、単年度収支バランスを保つ
期間を平成１７年度までの５年間と設定し、その推移を見定めながら対応
を図るものとする。 

   
 ○ 財政再建への厳しい対応を図る期間は、単年度収支バランスの推移を見
定め、赤字比率２０％の準用再建団体を避けることができる約１２％以下
に減少させることを当面の目標とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅵ 財政再建の理念「行財政運営の構造改革」 
 本市は、昭和１７年に市制施行以来、６０周年の記念する時を迎えた。この間
には戦後の混乱から高度成長と低成長、そして近年の膨張拡大ときわめて急激
な低下を経験するなか、今日まで幾多の試練と困難を克服し、その歴史を刻ん
できた。 
 今、未曾有の経済の低迷が長引くなか、地域経済の停滞と急速な少子高齢化、
時代を背景とした複雑・多様な都市問題等への対応が求められるなか、財政は
最大の危機に直面した。 
 この危機を脱却するためには、長い間の歴史と共に培ってきた都市としての
知恵と工夫を生かし、財政の構造的な改革を進めるとともに、合理的な行財政
運営のもとで再び泉大津を活気のあるものとしなければならない。 
 準用再建は、行財政の運営等に関し、その中心的なものは総務大臣の許可を
必要とし、正に国の管理下に置かれ、自治体としての責務が果たせなくなる。 
 このような数々の影響等を勘案し、自治体としての主体的な自治能力の発揮
と責任を果たすとともに、確固たる自主再建への対応が図れるよう「行財政運
営の構造改革」を理念とし、単に財政的に削減効果を数値的に求めるのではな
く、新しい行財政運営の方向を示すものとする。 
 そのための目標としては次のとおりである。 
 ・ 経費の節減だけに捉われない良質な行政サービスの提供 
 ・ 民と公の連携による受益と負担の公平性のもとでの、市民と協働の施策・
事業の展開 
・ 簡潔な施策の展開を図る行政システムの構築 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅶ 個別計画事項 
 

○ 平成１３年度縮減計画項目 
 

○ 平成１４年度以降対応計画項目 
 

○ 主な事業についての考え方 
 

   ○ 今後検討を要する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

○ 平成１３年度縮減計画項目 

 
   平成１３年８月に策定した「財政収支見通しと財政運営について」に掲げ

た個別項目を基本に、平成１３年度緊急対応策として計画したものである。 
 
 
 
 
 
                      （単位：千円） 

 
      対応を必要とする額      ９５０，０００ 
   

縮 減 見 込 額      ３６８，３４２ 
      基 金 運 用      ３９８，０００ 
      起 債 等 の 申 請      ２００，０００ 
       合     計       ９６６，３４２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



平成１３年度縮減計画項目

　　１．行財政の効率化

　　２．市民との協働による開かれた市政の確立

　　３．簡素で機能的な行政システムの構築

　1.行財政の効率化 （単位：千円）

　ア．視察等旅費、事務経費の削減 20,312

　イ．常任委員会視察旅費等の見直し 4,694

　ウ．行政委員会行政視察の見直し 1,197

　エ．職員作業服貸与の見直し 108

　オ．電子計算委託料の見直し 8,820

　カ．防災備蓄物資購入の見直し 470

　キ．税務不動産鑑定委託料の見直し 808

　ク．職員採用身体検査手数料の休止 325

　ケ．職員英語研修委託料の見直し 370

　コ．織編館収蔵品展の休止 1,200

　サ．公園台帳作成業務委託の一部見直し 2,500

　シ．緑化講習会の廃止 134

　ス．草花見本園植え替え・公共施設苗配付の廃止 1,453

　セ．大津川緑地整備事業等の節減 1,000

　ソ．市営住宅屋外屋内排水管清掃業務委託の節減 612

　タ．土木交通量調査委託の見直し 500

　チ．泉大津中央線墓地使用権調査委託料の削減 3,300

　ツ．自治体管路設備整備委託料の節減 3,000

　テ．細街路整備事業の節減 2,505

　ト．道路補修事業の節減 810

　ナ．水路改修事業の節減 3,300

　ニ．簡易火災速知器の見直し 111

　ヌ．消火栓施設負担金の見直し 600

　ネ．教育委員会表彰記念品の廃止 91

　ノ．生涯学習セミナーの廃止 129

　ハ．やまびこキャンプの見直し 242

　ヒ．こども人形劇場の廃止 75

　フ．女性セミナーの廃止 208

　ヘ．市民劇場の廃止 500

59,73259,73259,73259,732 　ホ．スキー教室の廃止 358

事 務 事 業 の 見 直 し



２． 市民との協働による開かれた市政の確立

　研修会バス借上料の見直し 200
200200200200

　ア．地域経済対策（協）負担金の見直し 200

　イ．地場産業振興対策連絡（協）負担金の見直し 150

450450450450 　ウ．繊維産廃対策（協）負担金の見直し 100

　墓地内除草作業委託料の一時休止 173

市政の推進 173173173173

３．簡素で機能的な行政システムの構築

　ア．特別職等の人件費の削減 1,900

172,237172,237172,237172,237 　イ．職員人件費の抑制 170,337

　 　
　ア．土地開発公社貸付金のとりやめ 4,150

135,550135,550135,550135,550 　イ．特別会計繰出金の見直し 131,400

平成１３年度縮減見込額計

４．新たな追加項目

の 見 直 し 7,3197,3197,3197,319

　

（ １ ）受益と負担の関係

(２)

補 助 金 の 適 正 化

（３） 市民との協働による

(１)

人事・給与制度の見直し

(２)

7,319
市 議 会 議 員 手 当 て

健 全 化 財 政 の 推 進

368,342

  市議会議員期末手当の削減



 

 

 

○ 平成１４年度以降対応計画項目 

 
   平成１４年度以降を本格的な再建計画とするものである。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１４年度以降対応計画項目

　　１．行財政の効率化

　　２．市民との協働による開かれた市政の確立

　　３．簡素で機能的な行政システムの構築

　　４．その他

（単位：千円）

１．行財政の効率化 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 計

　ア．新聞購読等の廃止 561 561 561 561 2,244

　イ．一泊研修会バス借上料の廃止 1,010 1,010 1,010 1,010 4,040

　ウ．周年記念事業等の当分の間休止

　エ．環境とまちづくりフェアの負担金支出の休止 900 900 900 900 3,600

　オ．健康まつり、桜まつり等イベント事業の休止 2,350 2,350 2,350 2,350 9,400

1,858 1,858 1,858 1,858 7,432

　キ．教育キャンプ場開設の廃止 3,567 3,567 3,567 3,567 14,268

　ク．結婚・出生記念樹配付の廃止 325 325 325 325 1,300

　ケ．条南小学校プール一般開放の廃止 786 786 786 786 3,144

　コ．施設入所見舞金の廃止 1,907 1,945 1,983 2,022 7,857

①
　サ．母子・父子家庭見舞金の廃止 13,000 13,000 13,000 13,000 52,000

　シ．難病患者見舞金の廃止 15,050 15,050 15,050 15,050 60,200

　ス．原爆被爆者見舞金の廃止 500 500 500 500 2,000

1,445 1,445 1,445 1,445 5,780

　ソ．敬老金の廃止 34,250 35,826 37,474 39,198 146,748

　タ．身障・知的福祉金の廃止 55,906 58,400 61,013 63,750 239,069

　①身体障害者福祉金 (45,864) (48,157) (50,565) (53,093) (197,679)

　②知的障害者福祉金 (10,042) (10,243) (10,448) (10,657) (41,390)

　チ．市単独扶助費等の見直し 30,884 39,797 5,860 0 76,541

老人医療医療助成事業（市単独分）の廃止 (30,884) (39,797) (5,860) (0) (76,541)

　 　ツ．交通災害共済事業の廃止

　ア．新規事業の抑制 212,252 902,301 53,024 △ 20,225 1,147,352

（１） 　①新戎小学校事業の見直し (232,477) (922,526) (73,549) (0) (1,228,552)

　②消防施設整備5ヵ年計画の見直し (300) (300) (0) (300) (900)

　③高齢者のインフルエンザ予防接種 (△20,525) (△20,525) (△20,525) (△20,525) (△82,100)

　イ．南海中央線の北伸事業の極力抑制 7,900 △ 12,800 79,300 80,300 154,700

　ウ．泉大津中央線整備事業の凍結

　エ．公営住宅建替事業の凍結

　オ．新設小学校の屋内運動場の休止

　カ．スキー教室・市民劇場・ロックバトルＩＮ泉州実行委
員会事業の中止

事 務 事 業
の 廃 止 等

　セ．生活保護世帯・結核入院患者夏期歳末見舞金の
廃止

事務事業
の見直し



　カ．小・中学校大規模改造事業の休止 △ 100,000 △ 100,000 △ 100,000 △ 100,000 △ 400,000

　①戎小学校大規模改造事業 (△50,000) (△50,000) (△50,000) (△50,000) (△200,000)

　②宇多小学校大規模改造事業 (△50,000) (△50,000) (△50,000) (△50,000) (△200,000)

　キ．長寿園改修事業の当分の間休止 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000

3,300 3,300 3,300 3,300 13,200

　ケ．細街路整備事業の縮少 2,445 2,505 2,445 2,505 9,900

2,374 2,374 2,374 2,374 9,496

　①織編館の見直し

②
　②収蔵品展の休止・ハイビジョン等の見直し (2,374) (2,374) (2,374) (2,374) (9,496)

　サ．乳幼児医療費助成の所得制限の導入

　シ．奨学金、修学奨励金の見直し 54 1,398 2,640 2,820 6,912

　セ．勤労者住宅資金等預託金の縮少

　ソ．その他プラスチック収集業務の導入延期

　タ．米消費拡大対策事業の当分の間休止 90 90 90 90 360

　チ．庁舎（出先機関）の清掃業務の見直し 6,831 7,097 7,366 7,637 28,931

　ツ．調査業務委託料の休止 11,167 19,122 1,620 17,056 48,965

　テ．交通量調査委託の休止 0 500 △ 500 0 0

　ト．電算委託料の見直し 13,820 22,020 △ 4,800 △ 2,800 28,240

5,171 3,402 3,679 3,402 15,654

5,903 5,903 11,806

3,131 3,131 3,131 3,131 12,524

3,712 3,712 3,712 3,712 14,848

△ 3,124 22,278 41,362 47,651 108,167

　 　 　フ．さらなる事務事業の見直し 34,406 37,771 45,936 51,161 169,274

　ア．平成１４年度より市営葬儀の委託化 △ 4,697 △ 1,694 1,008 3,510 △ 1,873

14,700 56,000 56,000 56,000 182,700

　ウ．直営業務の民営化

（２）
　エ．公立保育所の民営化（平成１５年度より） 0 51,663 51,663 51,663 154,989

　キ．ポンプ所・処理場等の委託化

　 　ク．現業部門の委託化

民 間 委 託 の 推 進 　オ．公立幼稚園の統廃合・民営化（現行施設を利用し
ながら平成１５年度より）

　カ．戎小給食センターの民間委託等給食業務（学校・
保育所・病院）の委託化

　ノ．図書館用図書購入費の見直し

　ハ．放置自転車指導・警告業務委託の見直し

　ヒ．扶助費にかかる事業費の見直し

　イ．平成１４年度より市民会館の一部休館と使用料の見
直し

　ナ．定期的な視察及び行政委員会の行政視察の当分
の間休止

　二．高齢者就労事業の見直し

　ヌ．府費事業も市費負担の多いものは実施しない

　ネ．堺泉北港ポートサービスセンタービル賃貸料の削
減

　ク．道路・水路・公園・小・中学校・幼稚園等施設補修
工事費等の縮減

　コ．織編館の見直し

事 務 事 業
の 合 理 化
・ 効 率 化

　ス．中小企業事業斡旋融資預託金・繊維関係団体等
事業融資預託金の縮少



２．市民との協働による開かれた市政の確立

　ア．各種使用料・手数料の見直し

40,398 41,224 42,071 42,938 166,631

　ウ．幼稚園保育料の引き上げ 0 24,000 24,000 24,000 72,000

　エ．公立幼稚園就園奨励事業の見直し 6,173 6,173 6,173 6,173 24,692

　オ．保健事業住民検診の一部有料化 21,995 22,552 23,109 36,475 104,131

　カ．市営住宅使用料の見直し

9,302 9,302 9,302 9,302 37,208

　ク．平成１４年度よりテニスコート使用料の見直し 950 950 950 950 3,800

（１）
1,560 1,560 1,560 1,560 6,240

6,024 6,024 6,024 6,024 24,096

240 240 240 240 960

　シ．ごみの有料化

　セ．会館使用料等減免措置の見直し

　ソ．福祉農園の有料化

　タ．法律相談の有料化

　チ．市税収入の確保を図る

　ツ．前納報奨金の廃止 0 46,818 47,754 48,709 143,281

　

19,835 19,835 19,835 19,835 79,340

（２）
　イ.厚生会補助金の見直し 696 696 696 696 2,784

　ウ．その他の補助金助成金負担金等の見直し 5,038 5,038 5,038 5,038 20,152

200 200 200 200 800

　

（３）

　ア.泉大津カーニバル事業助成金の見直し 13,500 13,500 13,500 13,500 54,000

　イ.泉大津駅西まちづくり、浜街道整備の抑制

補 助 金 の 適 正 化

　エ．繊維産廃対策協議会負担金の当分の間休止

　オ．直営施設を民営化する場合、経営に対する補助金
は交付しない

市民 との協働に よ る
市 政 の 推 進

　サ．平成１４年度より教育研究所の文化連盟及びシル
バー人材センターに対する使用料徴収

　ス．平成１４年度より社会教育施設各種講座の有料化

　テ．国民健康保険料の賦課限度額の引き上げ（平成１
５年度より）

　ア．団体補助金の20％削減の追加と小規模補助金の
整理

　キ．平成１４年度より公園使用料（野球場・グランド）及
びプール使用料の見直し

　ケ．平成１４年度より体育館使用料及び減免規定の見
直し

受益 と 負担 の適正化 　コ．青少年ホームの運営の見直し、使用料及び減免規
定の見直し

　イ．平成１４年度より保育所保育料の引き上げと延長保
育料の徴収



３．簡素で機能的な行政システムの構築

(１)

（２）

　ア.特別職等の人件費の削減 11,480 11,718 6,056 29,254

　イ.職員人件費の抑制 331,067 332,842 314,112 314,112 1,292,133

（３）

　ア.土地開発公社貸付金の休止 8,250 8,250 8,250 8,250 33,000

　イ.特別会計等繰出金の見直し 56,883 63,642 71,439 78,828 270,792

①交通災害共済事業特別会計繰出金の廃止 (6,605) (6,816) (7,034) (7,259) (27,714)

②国民健康保険事業特別会計繰出金の削減 (800) (0) (800) (0) (1,600)

（４）
③介護保険事業特別会計繰出しの抑制 (49,478) (56,826) (63,605) (71,569) (241,478)

　ウ.国保会計基準外繰出しの停止 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000

　エ.泉北環境整備施設組合負担金の削減要望 50,000 50,000 50,000 50,000 200,000

　オ．泉北水道企業団負担金の停止 3,285 3,285 3,285 3,285 13,140

　カ.下水道事業会計繰出しの抑制 50,000 50,000 50,000 50,000 200,000

　 91,866 97,285 102,919 109,262 401,332

　 2,000 9,000 19,000 33,000 63,000

４．その他

 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 計

1,340,441 2,243,234 1,471,994 1,549,589 6,605,258

5．新たな追加項目

0 20,053 21,258 21,258 62,569市議会議員定数の見直し 　市議会議員定数２名減員による削減

そ の 他
　企業誘致促進に関する条例により、産業の振興及び雇
用機会の拡充と財源の確保を図る

今後の対応策見込額計

　イ．道路・水路維持等現業部門の委託化とあわせて分
室を廃止し、跡地を売却する

健 全 財 政 の 推 進

　キ．内科救急医療に伴う、病院事業会計への繰出し金
の削減

　ク．公債費の抑制

保 有 土 地 の 活 用
　ア．普通財産の有効活用と処分

人事・給与制度の見直し

289,193 857,084

　イ．府からの派遣職員受入の休止 18,410 18,410 18,410 18,410 73,640

　ア．職員数の削減（臨時職員を含む） 187,555 173,297 207,039

組 織 機 構 の 簡 素
化 ・ 合 理 化 ・ 定 数
管 理 の 適 正 化



 

 

 

 

○主な事業についての考え方 
 
 ・新設戎小学校整備事業 
 
 ・病院事業会計への繰出について 
 
 ・南海中央線北伸事業 
 
 ・泉大津市中心市街地活性化基本計画 
 
 ・泉大津市地域新エネルギービジョン 
 
 ・早期退職者の増加に伴う退職手当について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

新設戎小学校整備事業 
□ 事業の概要 

現戎・宇多小学校は、いずれも建築後３０年以上が経過し、施設が老朽化
しているとともに、児童数が減少していることから、学校小規模化等の問題
を解消し、優れた教育環境を提供するため両校の統廃合を行い、新設小学校
を建設するものである。 

 （施設概要） 
  ・校舎 ６,８０５㎡（RC４階） ・プール付属施設 １４３㎡ 
  ・給食センター １,１５５㎡ 
 
□ 今後の事業の進め方 
 ○財政状況と建設事業に係る財源調整など、あらゆる角度から検討した結果、
新設小学校建設の１年先送りを改め、今後の財政状況の推移を見据えたう
えで着手する。 

 ○現戎・宇多小学校の施設の老朽化については、改修事業で対応を図るもの
とする。 
○平成１３年８月策定の「財政収支見通しと財政運営について」において見
込んでいた戎小学校跡地の売却処分益については本計画から削除する。  

 ○新設小学校の設計成果品については、基本的に活用するものとする。 
 
□ 一般財源の推移 
                              (単位：千円) 
 
項  目 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

新 設 小 学 校 

建 設 事 業 費 
２３２，４７７ ９２２，５２６  ７３，５４９ 

 

戎 小 学 校 跡 地 
売 却 処 分 益 

  
△７００，０００ 

 

戎・宇多小学校 

大規模改造事業費 
１００，０００ １００，０００  １００，０００ １００，０００ 

 
 



 

 

 
 
 

病院事業会計への繰出しについて 
 市立病院の内科系救急医療については、慎重に検討を行ったところである。 
  この事業の存廃については、単に繰出しによる財政的な数値によって判断す
るのではなく、市立病院の役割と使命を果たす機能を中心に検討し、地域の基
幹病院としての重要性を勘案し継続実施するものとする。 

  財政上の措置は、救急に伴う交付税措置額については、病院事業会計への繰
出しを行うものであるが、これに関する他の経費については経営努力において
対応するものとする。 
 
                             （単位：千円） 
項  目 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

事 業 費 １３１，８６６ １３７，２８５ １４２，９１９ １４９，２６２ 

繰 出 金 
（交付税分）  ４０，０００  ４０，０００  ４０，０００  ４０，０００ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 

南海中央線北伸事業 
□ 事業の概要 
  南海中央線は、都市の骨格となる広域幹線道路として国が定める新道路５
箇年計画に基づき重点的に整備推進すべき事業として位置付けられ、事業認
可を取得している。 
  （事業内容等） 
  ・延長 1,104ｍ ・幅員 25ｍ ・収用予定面積 約 22,976㎡ 
・補償 約 54件  
・事業認可期間 平成 11年 12月 17日～平成 18年３月 31日 

 
 
 
□ 今後の事業の進め方 
  本事業については、都市基盤整備の根幹をなす事業であることから、その
必要性、また法的な面から財政状況を見定め事業を進めていくものとする。 

 
○ 極力抑制方針 
   今後の進め方としては、事業の極力抑制の方向を示してきたが、この度
極力抑制の範囲を明確にすることとし、補助基本額をベースに最小限の範
囲で推移させることとする。 
これは、平成１２年度から１４年度までの土地開発公社の先行取得分の
買戻しを中心に、交渉熟度の高いものから継続する。 

 
 ○ 一層の優先順位の選定 
   事業の効果性を高めるため、これまでも事業区間を３工区に分割し着手
することとしていたが、一層の優先順位を選定する必要がある。 

   その方針としては次のとおり 
   ・交渉熟度に応じた優先順位の選定 
   ・事業地の活用形態による優先順位の選定 
   ・想定される買収額による優先順位の選定（最少額のものから） 
   優先順位の選定にあたっては、客観性を有する方策を検討する必要があ
る。 

 



 

 

 
 
□ 一般財源の推移 
                            （単位：千円）  
項 目 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 
事 業 費 ４３６，４００ ４５４，２００ １０４，２００ １０４，２００ 
一 般 財 源 ９４，１００ ６７，８００ ２６，７００ ２６，７００ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

泉大津市中心市街地活性化基本計画 
□ 基本計画策定の背景・実施の必要性 
  近年多くの都市において、大型店の郊外立地、消費者のライフスタイルの
多様化、車社会の進展などの影響を受け、中心市街地の空洞化が進展してお
り、本市においても、発展を担ってきた泉大津駅西地区を中心に衰退傾向が
深刻化している。 
  こうした中、本市として、行政と市民の協働作業でコミュニティの再生を
軸とした高齢者をはじめとする車社会の恩恵を受けることの少ない市民にと
っても住みやすい豊かな生活空間の再生を目指す構想を示した「泉大津市中
心市街地活性化基本計画」を策定した。 
  この計画は、地方分権時代に、自治体の主体的な政策、施策立案能力、実
行能力を発揮するうえで、総合的なビジョンとして極めて重要な位置を占め
ており、中心市街地の活性化のみならず、その波及効果は本市全体の活性化
に連動するものである。 

 
□ 直面する主要課題 
 ○商業等の課題 
   ・ＴＭＯ構想 
   ・店舗・商品構成不足、後継者不足などから地域ニーズとの差が生じ、さ

らに若年層の域外流出、地区内の高齢化が進展している。 
   ・５ｋｍ圏内の幹線道路沿道に第１種大規模小売店舗がオーバーストア状

態であるとともに、地区内の競争力が低下している。 
  ・産業と商業の連携がないことから地場産品を購入するところがない。 
 ○市街地の整備・改善の課題 
  ・市民のまちづくりに対する熱意の低下の抑制 
  ・密集住宅地における権利関係の輻輳による合意形成の困難性 
  ・幹線道路の周回性の確保 
  ・臨海部から泉大津駅西地区への車両による直接交通の確保 
  ・泉大津駅前通り線の未整備による中心部へのアプローチの困難性 
 
□ 今後の取組方策 
  以上の状況をふまえながら、今後の取組・事業の進め方として、財政再建
期間中については、次のとおりとする。 
  ・ソフト施策を中心とした取組 



 

 

  ・市民のまちづくりに対する意識のさらなる醸成 
  ・民間活力の活用方策の検討 
  ・今後の事業化に向けた各施策の熟度の向上 
  ・事業手法の検討を通し、補助メニューや費用対効果の精査 
  以上のような観点から、庁内における取組、商業等の取組、市民まちづく
り会議への取組、国・府への取組を図っていくこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

泉大津市地域新エネルギービジョン 
□ ビジョン実施の必要性 
  地球温暖化対策については、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、
国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにするとともに、地球温
暖化対策の推進を図ることとされており、地方公共団体の責務としては、次
のようなものがあげられる。 
 ・区域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等のための施
策の推進。 

 ・自らの事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制のための措置を講じ
るとともに、区域の事業者又は住民が温室ガスの抑制に関して行なう活動
の促進を図るため、施策に関する情報の提供、その他の措置。（第４条関
係） 

 ・基本方針に即して、事務及び事業に関する、温室効果ガスの排出の抑制の
ための措置に関する計画の策定。（第８条関係） 

 
本市においては、平成１２年度、１３年度において、泉大津市地域新エネ
ルギービジョンを策定し、必要性に基づく、調査、分析、推計を行うととも
に、費用負担、補助メニュー、新技術等を明らかにし、環境負荷の抑制・削
減への関心を高め、導入への誘因を図れるよう取り組む必要がある。 

 
□ 今後の取組方策 

本市の新エネルギービジョンは現在策定中であるが、想定される事業メニ
ューを短・中・長期に整理し、財政再建期間については短期メニューとして
極力新たな費用負担が生じないものを中心に実施することとする。 
中・長期メニューについては、庁舎の省エネルギー化など費用効果が上が
るタイミングを見て実施するものもあり、継続的に検討することとする。 
具体的な短期メニューとしては次の項目が想定される。 

 ○行政としての取組 
  ・クリーンエネルギー自動車への転換計画  ・エコオフィス運動の深化 
  ・グリーン購入・グリーン調達       ・環境教育 
  ・省エネ共和国 
 ○市民サイドの取組   
  ・省エネ共和国   ・環境家計簿（エネルギー家計簿）のモニター制度 
  ・エネルギーコミュニティ（市民発電所）  ・省エネ診断の促進 



 

 

 

早期退職者の増加に伴う退職手当について 
□ 問題点・課題 
  退職手当の支給については、定年による場合を除き、その支給の額、支給
の時期等について見定めることが困難である。 
 
□ 早期退職者の増加に伴う影響 

   ・早期退職者については、当該年度の退職手当の増をきたすものの、各年度
に計上している定年退職手当については減額されるとともに、前倒しされ
た定年までの間の人件費について削減を図ることができる。 

・早期退職者の増加は、後年度の人件費の大幅な削減を見込むことができる
ものである。 

 
□ 今後の考え方及び対応方策 
 ・勧奨退職制度については、財政効果が見込めることから、一部制度の見直
しを図りながら継続していくものとする。 

 ・早期退職者の増加については、単年度の財源不足が深刻化している状況下
では、大阪府との協議を行うとともに、企業会計からの借入金などで、そ
の対応を図ることとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

○今後検討を要する事項 
 
 ・各種公共施設（館・公園・みち等）の管理・運営のあり方 
 
 ・ごみの減量化とごみ収集の有料化 
 
 ・民間参画事業の支援のあり方 
 
 ・学校教育施設のあり方 
 
 ・各種減免制度の見直し 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

各種公共施設（館・公園・みち等）の管理・運営のあり方 
□ 市民との協働による効果的・効率的な施設の管理・運営の推進 

各種公共施設の管理・運営については、各施設によって事情、形態に差異
はあるものの、今般の厳しい財政状況のなかでは、従前にも増して効率的・
効果的な管理・運営を行うことが求められており、市民の参加と協働が重要
である。 
これを前提に、地域住民や施設利用者の市民参加による自主運営など、一
層開かれた施設の管理・運営のあり方を検討するとともに、深刻な財政危機
の中で経費の削減を図るため、施設の管理・運営について見直しを図ること
とする。 
  その対応策として、次のような事項について検討し、運営の効率化を図る
ものとする。 

 
 ○ 職員配置のあり方 
  ・正職員の適正配置 
  ・嘱託化や臨時職員による対応の可能性 
 
 ○ 市民の参加と協働による公共施設（館・公園・みち等）の管理・運営 
  ・地元自治会や地域住民による自主管理・運営の可能性 
  ・施設利用者等による自主管理・運営の可能性 
 
○ 各種委託内容の見直し 
  ・清掃委託について、職員や施設利用者による実施の可能性 
  ・その他の委託について見直し、削減できるものの可能性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

ごみの減量化とごみ収集の有料化 
 地球規模で環境保全への対応が求められ、環境保全への対応が大きな課題と
なっている。市民全体がこのことに貢献するためにはごみの減量化を図ること
である。ごみの減量化については、今まで分別収集や半透明袋の採用などの取
組を進めているが、なお、増加する傾向にあり、今後も増え続けるものと予想
する。 
 従って、抜本的なごみ減量化方策を定めなければ、今後、環境保全と処理経
費等が重大な課題となる。このため、両面にわたって大きな相乗効果が期待で
きるごみ収集の有料化について、実施へのプロセスを含め早期に検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

民間参画事業の支援のあり方 
 福祉施策等において、民間の事業参入等が種々展開されてきた。本市におい
ても種々の事業が展開されているところである。こうした事業について、事業
の立ち上がり支援を行うとともに、後年の事業実施過程においても支援を行っ
ている。 
 この民間支援については、事業実施の意思決定段階で種々の協議を行い、公
共と民間の役割を定め対処し、確認されながら事業が進んでいるところである
が、既存の事業を含め、民間参画型の事業支援のあり方について慎重に検討す
るものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

学校教育施設のあり方 
 学校教育施設については、社会情勢や学校教育を取り巻く諸情勢を踏まえ、
多面的・多角的な調査研究を行い、学校教育施設全般にわたり、そのあり方に
ついて検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

各種減免制度の見直し 
  受益と負担の公平性の確保により、市有地の使用など各種の減免制度につい
て見直しを図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅷ 今後の財政運営について 
 
 今後の財政運営は、本計画の歳入見込額を歳出限度額と定め、各種施策の優先順位に基

づき、効果的に実施することにより合理的な財政運営を図る。 
 本計画における歳入歳出の各項目の増減率は、基本的には過去３年間の平均値や地方財

政計画等を参考としたが、大幅な制度改正や特殊要因により、一時的な増減が大きい場合

は、過去の平常な状態における推移を前提に推計した。なお、今後予想される制度改正に

ついては、現時点で改正等が確定しているものはその変更条件を考慮し、不確定なものは

現行制度で推計した。 
 今後、国の制度改正等が確実に予測される場合は、国の動向を的確に把握し、本計画の

歳入歳出見込みにおいて付した算定条件の見直しを行う。 
 また、毎年度の決算額が確定した時点で、各事務事業の見込額の検証を行い、決算額が

収支見通しと著しく異なるときは、その原因を徹底分析し、以後の推計方法に反映するも

のとする。 
 
 ○ 財政見通しの期間 
   本計画における収支見通しの期間は、平成１３年度から平成１７年度の５ヵ年計画  

であるが、平成１４年度以降は、見通しの最終年度を１ヵ年延長し、常に５ヵ年の収

支見通しを策定する。 
 
年 度 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 
計 画 財 政 再 建 計 画  

財政収支見通し（H13～H17 年）  
財政収支見通し（H14～H18 年）  

 
見通し  

 財政収支見通し（H15～H19 年） 
 
 
 ○ 収支見通しの検証 
   毎年度の決算確定後、見込額の検証を行い、収支見通しと著しく異なる場合は、推  

計条件等を見直し、以後の収支見通しの修正を行う。 
 
 
 ○ 市民への情報提供 
   市民の方々には決算状況、収支見通し等の財政運営の状況を広報紙、ホームページ  

等を通じ公表して行く。 



 

 

 
歳入・歳出の見込みについて 
１．歳入 
（1） 市税 
 

［推計条件］                             
   ○ 過去３ヵ年の決算状況に月例経済報告等を参考に推計した。    
   ○ 平成１４年まで個人所得、企業収益の減収傾向が続き、平成１５年以降

は上昇傾向と見込んだ。                    
   ○ 税制改正等がないものとした。       

                                                 

① 個人市民税 
   個人市民税は、調定状況から見ると個人所得が依然として落ち込んでいる状況にあ  

り、１０月の月例経済報告の雇用情勢によれば、「依然として厳しく、完全失業率が  

これまでの最高水準で推移し、求人や残業時間も弱含んでいる。」としている。今後  

も給与所得の伸びが期待できないことや、給与以外の所得では個人営業所得の減も引  

き続き予想される。 
   また、分離長期譲渡所得においても路線価の下落などにより、過去３年の約３０％  

程度となっており、このような傾向が今後も続くものとし、平成１５年度を最低額と  

するが、国が最優先課題として取り組んでいる構造改革の成果を期待し、平成１７年  

度には、平成１３年度比９８.８％まで回復するものとした。 
 
 ② 法人市民税 
   法人市民税は、企業収益も頭打ちから電気機械を中心に製造業では減少となってお  

り、依然として厳しい状況で、設備投資、住宅建設等の減少が考えられ、急激な景気  

回復が考えられないため、平成１５年度を最低額とするが、個人市民税と同様に平成  

１７年度には、平成１３年比の９４.７％まで回復するものとした。 
 
 ③ 固定資産税 
   平成１４年度は、土地は時点修正による評価額の修正並びに非住宅用地の税負担の  

調整措置による負担水準の上限が引き下げられるため減とした。また、平成１５年度  

は地価の下落傾向が続くと考え減収とした。平成１６年度以降については、引き続き  

土地の下落傾向はあるものの新増築等を考慮し、増収となるものとした。 
 
 
 



 

 

 ④ その他 
   滞納繰越分の収納については、ここ数年来の不況により減収傾向にあったが、平成  

１３年度において、大阪府徴収専任スタッフの支援を受け、徴収強化策を講じたこと  

により、０.６ポイントアップし、１３.９％の収納率を見込める状況である。平成１  

４年度以降からも、より一層の徴収強化策を継続的に実施することにより、収納率の  

向上を見込んだ。 
 

○ 市税総額と主な税目の推移（収入見込：滞納繰越分を含む。） 
 

                               （単位：百万円） 
  

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                  

     
 
 
 
 
 
 
 
 

区   分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 
市   税 11,791 11,639 11,507 11,567 11,707 
 増減率 ▲0.7 ▲1.3 ▲1.1 0.5 1.2 

個人市民税 3,030 2,970 2,918 2,952 2,994  
増減率 ▲3.7 ▲2.0 ▲1.8 1.2 1.4 

 

法人市民税 798 757 731 734 756  
増減率 0.3 ▲5.1 ▲3.4 0.4 3.0 

固定資産税 5,896 5,856 5,838 5,866 5,929 
 

 
増減率 0.3 ▲0.7 ▲0.3 0.5 1.1 

 



 

 

（2）地方交付税 
   地方交付税は、地方公共団体の財源の不均衡を全国レベルで調整し、どの地域に住  

む住民にも標準的な行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障  

するため、国税５税の一定割合を基本としつつ、地方財政計画における地方財政全体  

の標準的な歳入、歳出の見積りに基づき算定されるものであるが、マクロベースで決  

定されることから、国政で決定される地方交付税総額（国予算額）により、大きく影  

響を受ける性格を有する財源である。 
   普通交付税は総額の９４％相当額とされ、残額の６％相当額は特別交付税として、  

基準財政需要額で補足されなかった特別の財政需要額等により交付される。 
 
   普通交付税  ＝   基準財政需要額   －   基準財政収入額 
               単位費用        標準的な税収見込額 
                 ×              × 
            測定単位（国勢調査人口等）   算入率（７５％） 
                 × 
               補正係数                              

                                         
［推計条件］                             
   ○ 地方交付税総額（国予算額）が前年度と同程度確保されるものとした。 

   ○ 平成１５年度までの特別措置制度である臨時財政対策債については、平

成１６年度からは、その同額が基準財政需要額に振り替えられるものとし

た。    
   ○ 基準財政需要額の経常経費については、小中学校の児童数の増減等を見

込むが単位費用は同額とした。また、公債費等では下水道事業債、減税・

臨時財政対策債等の公債費元利償還の算入を見込み、児童扶養手当は市負

担の２５％を算入した。    
                                            
 
 ① 基準財政収入額 
   基準財政収入額は、市税、地方消費税等の交付金、地方譲与税で算定される。 
   その主な推計基礎となる市税の内訳は、市民税、固定資産税、軽自動車税及び市た  

ばこ税の滞納分を除いた調定額である。市民税については、前年度調定見込額を、そ  

の他の税は当該年度の調定見込額を基礎数値とする。 
 
 
 



 

 

 
   ○ 基準財政収入額に算入される市税の推移（調定見込：滞納繰越分を除く。） 
                               （単位：百万円） 
  

区   分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 
市  税 10,719 10,549 10,429 10,378 10,449 

 増減率 ▲1.1 ▲1.6 ▲1.1 ▲0.5 0.7 
個人市民税 ⑫ 3,212 ⑬3,094 ⑭ 3,034 ⑮ 2,981 ⑯ 3,016 

 増減率 ▲6.8 ▲3.7 ▲1.9 ▲1.7 1.2 
法人市民税 ⑫   794 ⑬  799 ⑭   760 ⑮   734 ⑯   737 

 増減率 12.3 0.6 ▲4.9 ▲3.4 0.4 
固定資産税 6,067 6,023 6,005 6,034 6,067 

 増減率 ▲0.3 ▲0.7 ▲0.3 0.5 0.5 
そ の 他 646 633 630 629 629 

 

 増減率 1.3 ▲2.0 ▲0.5 ▲0.2 0.0 
（※○数字は、年度を示す。） 
 
 ② 基準財政需要額 
   各年度の基準財政需要額は次の条件により推計した。 
  ［平成１４年度］  
    地方交付税配分額の一部は臨時財政対策債へのさらなる振り替え措置により減と   

し、測定単位である６５歳以上人口、７０歳以上人口及び都市計画区域人口の平成   

１２年度国勢調査数値への置き換え、並びに児童扶養手当の市負担分の一部算入等   

により増とした。 
 
  ［平成１５年度］ 
    病院元利償還金及び泉北環境焼却炉事業費補正の減が見込まれるが、児童扶養手   

当が通年の増とした。 
 
  ［平成１６年度・平成１７年度］ 
    公債費の増に加えて、臨時財政対策債相当額が普通交付税に振り替えられること   

とした。 
 
 
 
 



 

 

 
（3）譲与税・交付金 
                                         

［推計条件］                             
   ○ 利子割交付金は、一時的な増加現象があったため、過去データにと

らわれず、見込額を推計した。    
   ○ その他に譲与税、交付金については、伸び率を１～２％程度とした。 

                                               
   利子割交付金については、高利率の郵便貯金の一斉満期を迎えたことにより、平成  

１２～１３年度においては大幅な増となったが、平成１４年度は前年比▲５０％とし  

平成１５年度以降は平成１１年度と同水準とした。地方消費税交付金は、個人消費の  

不振を考慮し、平成１４年度以降１％の伸び率とした。 
 
 
（4）国庫支出金 
 

［推計条件］                             
   ○ 現行の補助制度により推計した。    

                                         
   児童扶養手当支給事務が地方分権により、大阪府より平成１４年度に移管されるこ  

とに伴い国庫負担金を見込む。その他の国庫支出金については、補助基準に基づき推  

計した。 
 
 
（5）府支出金 

［推計条件］                             
   ○ 府財政再建プログラムの見直し事項のうち、確定分については考慮

し、その他は現行基準に基づき推計した。    
   ○ 大阪府施設整備振興補助金は、対象事業がないため算入しない。  

                                          
   府財政再建プログラムに基づく医療費の府補助基準の見直しにより、平成１６年度  

より補助率を１／２とした。また、病院振興補助金については、毎年２０％削減で府  

財政再建プログラムどおり平成１６年度に廃止した。 
 
 
 



 

 

（6）市 債 
                                         

［推計条件］                             
   ○ 市債発行利率は、２.０％とし、市債充当率は、現行制度とした。  

   ○ 臨時財政対策債の発行は、平成１５年度で終了するものとした。 
                                          
   臨時財政対策債は平成１３年度からの３年間の特別措置であり、平成１３年度３億  

４０百万円、平成１４年度・平成１５年度６億８２百万円を見込み、平成１６年度以  

降は普通交付税に振り替えた。 
   ○主な市債発行額  
                               （単位：百万円） 
  

事  業  名 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 
連続立体交差事業 267 193 237 385 385 
南海中央線整備事業 63 192 326 28 28 
公社経営健全化 950 1,130 1,092 1,487 1,436 
臨時財政対策債 340 682 682   

                                         
（7）その他 
   競艇事業収入は大きな景気回復が見込まれないところから見込まない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

２．歳出 
（1） 人件費 

［推計条件］                             
 ○ 平成１８年３月３１日現在の職員数を５２８名とした。    
 ○ 定期昇給分は２％、人事院勧告分は０.５％と推計した。    
 ○ 退職者不補充による減額は退職者１人当たり１２百万円を見込む。   

 ○ 退職補充を新規採用で対応した場合は、１人当たり７百万円を減額した。 
   
   職員数は、平成１３年度退職者３０名分については不補充とし、給与費の職員給与  

の削減については、職員団体と交渉が必要であるが、期末手当については、平成１３  

年度は０.５５ヶ月分の削減額を算入し、平成１４年度以降については１.１ヶ月分の  

削減額を算入した。 
   時間外手当は、職員数の減、地方分権などの事務量の増加を考慮し、平成１４年度  

以降２.５％の伸びとした。 
 
（2） 扶助費 

［推計条件］                             
 ○ 福祉見舞金、敬老金等の制度廃止分を算入した。    
 ○ 現在、制度改正が確実視されるのについては、その条件により推計し、

その他は現行制度にて推計した。    
    
   身体障害者福祉費については、障害者医療費等の増があるものの、身体障害者福祉  

金の廃止により、平均伸び率を▲０.５％とし、知的障害者福祉費については、知的  

障害者福祉金の廃止等により、平均伸び率を▲１.９％とした。また、生活保護費は  

平均伸び率を４％とし、老人福祉費については敬老金の廃止、老人医療費等助成事業  

費の減により、▲１０.７％とした。児童福祉費については、乳幼児医療等助成事業  

費の減があるものの、児童手当、民間保育所措置費の増等により平均伸び率を９.４％

とした。教育扶助費については、就学援助費の平均伸び率を９．５％とした。 
 
（3） 公債費 

［推計条件］                             
 ○ 償還期間は、現行制度に基づき推計した。    
 ○ 平成１３年度以降発行分について借入利息２.０％と見込んだ。    
 ○ 基金運用に係る利子補填は、０.５％の利率で推計した。    

   基金運用に係る利率は、通常の運用によって生じる利子を補填するため、毎年度末

に見直しを行う。 



 

 

 
（4） 補助費等 

［推計条件］                             
 ○ 市立病院会計への繰出金については、救急医療分の減額を算定した。  

 ○ 泉北環境整備施設組合への負担金については、維持管理費等の節減によ

る負担金の減を見込んだ。   
    
   市立病院への繰出金は、救急医療分の減額を算定し、その他の繰出し経費について  

は伸びを３.０％とした。また、泉北環境整備施設組合の負担金は、ごみ焼却炉建替  

事業の負担金を見込み、施設管理経費については、経費節減額を見込んだ。 
 
（5） 投資的事業費 

［推計条件］                             
 ○ 土地開発公社経営健全化のための用地買戻し事業を計上した。    
 ○ 新設小学校の延期に伴う戎、宇多小学校の改修費を見込んだ。    

   
   南海中央線街路事業は平成１５年度までに事業抑制に向けた取り組みを行い、平成  

１６年度からは極力抑制の事業費の見込みとした。また、その他の投資的事業につい  

ても、抜本的な見直しをした。 
 
   ○主な投資的経費の推移 
                               （単位：百万円） 

事 業 名 ／ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 
社会・児童福祉施設整備事業 126 10 10 10 10 

住宅改造事業 17 23 23 23 23 
道路・交通・水路整備事業 134 99 80 81 78 
南海中央線等街路事業 680 436 464 114 114 

南海本線連続立体交差事業 1,318 720 832 730 730 
小中幼施設改修事業 130 120 204 451 120 
公共用地取得事業 1,001 1,184 1,092 1,487 1,436 

その他事業 77 38 48 61 31 
合      計 3,483 2,630 2,753 2,957 2,542 
（うち、一般財源） 584 375 467 742 584 

                 
                                        
                 



 

 

                 
（6）繰出金 

［推計条件］                             
  ○ 各特別会計への繰出金の見直しを行った。     
  ○ 下水道特別会計への繰出金は、一定の期間削減するものとした。 

                                          
   各特別会計への繰出金については、各事業計画や繰出基準等に基づき繰出しを行っ  

てきたが、基準外繰出の見直しを行うとともに各特別会計内においても健全化に努め  

繰出金を抑制する。 
   なお、下水道特別会計への繰出金については、本計画期間内において、毎年５千万  

円の削減を行うが、一般財政の運営の安定化が図れた時期から、繰出金を増額するも  

のとする。 
 
 
 
３．当面の財政運営について 
  再建計画で定められた平成１３年度から平成１７年度までの５ヵ年については、単年 

度の収支バランスを保つことを基本とする。実質収支不足の解消に向けては、公有地財 

産の活用等の臨時的な収入や今後のさらなる対応策による効果額を充てるものとする。 
  勧奨退職手当については、本年度の状況からみた場合、来年度以降もその対応が必要 

であるが、その人数、該当者等については予測がつき難いことから、随時対応するもの 

とする。なお、財源確保については、今後も引き続き大阪府に要請を続けていくが、困 

難な場合については、緊急的な措置として他会計からの借入れ等により対応する。 
 
 ○ 基金の活用 
   基金の活用については、平成１３年度に３億９８百万円、平成１６年度に３億２２  

百万円、平成１７年度に１億８５百万円を歳入として算入している。 
   中でも平成１６年度以降に算入を予定している特定基金については、現時点では必  

要不可欠な財源であると考えるが、その活用については今後の財政状況を見極めつつ  

対応するものとする。 
 
   
 ○ 大阪府市町村施設整備資金貸付金（府貸付金）の活用 
   府貸付金については、平成１３年度から平成１７年度において、総額１１億７０百  

万円を算入した。 
  



市税 11,791 11,639 11,507 11,567 11,707

個人市民税 3,030 2,970 2,918 2,952 2,994

法人市民税 798 757 731 734 756

固定資産税 5,896 5,856 5,838 5,866 5,929

都市計画税 1,257 1,251 1,211 1,200 1,205

その他 810 805 809 815 823

地方交付税 3,506 3,588 3,763 4,589 4,529

譲与税・交付金 1,822 1,655 1,607 1,628 1,650

国庫支出金 2,358 2,419 2,605 2,736 2,779

府支出金 1,958 1,332 1,433 941 934

連立受託金 969 430 470 0 0

市債 2,171 2,550 2,757 2,437 2,239

その他 2,203 833 854 1,193 1,061

25,809 24,016 24,526 25,091 24,899

人件費 6,960 6,052 6,188 6,032 5,927

退職手当 888 406 519 379 266

扶助費 3,894 3,908 4,208 4,329 4,487

公債費 2,771 2,855 2,979 2,917 2,827

物件費 2,328 2,308 2,265 2,323 2,312

維持補修費 100 100 100 100 100

補助費等 2,701 2,545 2,496 2,745 2,732

病院会計繰出 742 671 643 715 723

泉北環境組合負担金 1,210 1,235 1,261 1,448 1,434

投資的事業費 3,694 2,630 2,753 2,957 2,542

連立事業費 1,510 720 832 730 730

戎・宇多小改修事業費 0 100 100 100 100

繰出金 3,101 3,354 3,543 3,626 3,711

下水道会計繰出 1,669 1,722 1,819 1,861 1,912

再開発会計繰出 63 220 270 266 260

介護保険会計繰出 401 420 441 464 488

積立金・貸付金 876 68 87 96 98

26,425 23,820 24,619 25,125 24,736

△ 616 196 △ 93 △ 34 163

△ 2,785 △ 2,589 △ 2,682 △ 2,716 △ 2,553

△ 2,703 △ 2,467 △ 2,846 △ 2,424 △ 2,346

368 1,340 2,243 1,472 1,550

398 322 185

200 220 250 250 250

966 1,560 2,493 2,044 1,985

950 1,600 2,207 2,500 1,900

17.7 16.7 17.2 16.6 15.6

泉　大　津　市　普　通　会　計　収　支　見　通　し泉　大　津　市　普　通　会　計　収　支　見　通　し泉　大　津　市　普　通　会　計　収　支　見　通　し泉　大　津　市　普　通　会　計　収　支　見　通　し
（単位：百万円）

区　　　　　　　分 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

歳　入　合　計

歳出合計

単年度歳入歳出差引額

実質収支不足額

収支見通しの実質収支（８/３０）

対応額

保有地の処分

基金等の活用

起債等の申請

対応措置額計

収支見通しの対応措置額計（８/３０）

実質収支比率（％）



 

 

Ⅸ 市有財産売却処分 
現在、市が保有する市有財産を売却し、売却益を見込むものである。 
この売却は、単年度収支のバランス調整に活用するものではなく、累積赤字 
の解消と特定目的基金を運用したものに活用するものとする。 
 なお、突発的な支出を伴うものや臨時的支出を伴うもので、後年度に財政効
果が期待できるもの、例えば勧奨退職手当等に活用できるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

Ⅹ 第３次総合計画のあり方と財政再建計画との整合性 
 第３次総合計画においては、「ひとが主役のまちづくり」を基本理念に、「創造
と安心を未来につなぐまち・泉大津」を都市の将来像として、だれもが安心し
て心豊かに住み、働き、学び、憩うことができる泉大津市の実現を目指すもの
である。しかしながら、本市の最重要課題となっている市財政の危機的状態に
対処するため、この目標実現に向けては、基本構想の長期ビジョンを維持する
なかで、財政再建計画との整合を図るため、必要に応じて基本計画及び実施計
画の見直しを行いながら計画を進めるものである。 
 そして、事業を実施するにあたっては、計画の政策体系に基づいた事業、実
施、評価の循環過程において、事業結果を目的から評価し、次の計画や事業実
施に反映させるマネージメント方法である事業評価を含めた行政評価システム
を導入することにより、事業の評価結果や新規事業の事前評価を行い、プライ
オリティに基づいた事業を財政との連動とによって実施するものである。 
 また、総合計画は１０年間の長期計画であることから、今回の計画において
は、前半５年間（平成１３年度～１７年度）を前期計画期間と位置づけ、主と
して第２次総合計画からの継続事業や新規ソフト施策に重点をおいた事業を財
政再建計画に沿って計画し、後半の後期計画期間（平成１８年度～２２年度）
においては、後期計画年次における財政状況を勘案しながら、前期計画事業に
かかる事業評価等の総点検結果を踏まえた計画を作成し、基本構想の実現に向
けた施策の展開を図るものである。 
 なお第３次総合計画を進めるにあたっては、実施計画と予算編成との連動は
もとより、本計画のねらいの一つでもある「市民と行政のパートナーシップに
よるまちづくり」の観点から、行政評価システムの運用体制としては、内部評
価だけでなく市民と行政による協働評価や行政改革推進委員会等の活用による
第三者評価などの体制を検討する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

XI 計画の実現に向けて 
我が国は、未曾有の景気低迷のなかで、社会経済情勢は極めて厳しい状況に
あり、戦後５０年余り続いた社会経済システムを構造的に改革することが、国・
地方を通じて大きな課題となっている。 
このような状況は、市税収入の低下や地方交付税などの依存財源が多く占め
るなかでは行財政運営にも大きく影響するものとなる。一方では、今後の経済
情勢や構造改革の動向が極めて不透明で、経済成長は望めるものではない。 
 従って、この計画は予想し難い今後の変動等に確実・的確な方向づけと対応
を図るとともに、単年度毎の財政動向等を見定めながら時点修正や見直し等を
行いつつ推進するものとする。 
 
 
 １ 計画推進システムの確立について 
   確固たる自主再建に向け、行政が使命と責任を果たしていくため、財政
再建推進本部のもと推進システムと進行管理システムの確立を図る。 

   また、この計画の推進を図るため、事業目的と予算と執行、行政コスト
と効果等について測定、評価し施策事業の優先順位を定める行政評価シス
テムの導入を図る。 

 
 ２ 実行へのプロセス 
   計画に掲げる事項の実施については、計画事項毎に具体的な実行へのプ
ロセスと方策を掲げた実行行動計画を策定する。 

 
 ３ 市民の参加と協働について 
   厳しい財政状況のなかで、地方分権の時代に対応し財政再建を図るため
には、市民の参加と協働が重要である。 

   行政改革推進委員会をはじめ、市民参加のあらゆる機会や会合等を通じ
て理解と協力を得るよう努めるとともに、市民と行政の役割分担の明確化
を図り、協働体制が取れるよう説明と参加の機会を図るものとする。 

 
 ４ 行政サービスについて 
   財政状況が厳しいものであっても、市民に親切かつ丁寧で分かりやすい
対応を図るとともに、迅速性・利便性に配慮した行政サービスの提供を図
る。 

 



 

 

 ５ 民間の参加と協働について 
    深刻な財政危機のなかで、地方分権、社会的要請と市民の行政需要の高

まり、また、時代の要請によるまちづくりなど、多様な行政課題がある。 
   これらに対応し財政再建を図るため、公共と民間の秩序ある連携を確保し

調和を図りながら、それぞれの機能と役割を明確にしたうえで、民間（ＰＦ
Ｉ、ＮＰＯ、ボランティア等）の参加と協働を図る。 

   このような組織体制の立ち上げ、機会の提供や情報の集積など積極的に取
り組み、単に行政経費の節減を試みるのではなく、その特性と機能が生かせ
るよう取り組むものとする。 

 
６ 国・府との連携の強化 
   財政の再建にあたっては確固たる自主再建であるが、このことを実現して

いくため、さらに国・府との連携の強化を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 




